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2025年度大阪府統一国保料年額
少し安くなったと言われているが・・

①40歳代夫婦＋中学生＋小学生 ②65歳以上74歳未満夫婦
③40歳代母＋中学生＋小学生

所得0円 所得50万円 所得100万円

① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

2025 79,121 40,575 59,848 157,164 88,570 125,043 231,564 150,170 199,443

2024 80,850 41,492 61,171 160,794 90,710 127,996 237,394 154,110 204,596

2023 78,150 39,870 59,030 155,408 87,105 123,475 229,208 147,855 197,275

2022 73,001 37,250 55,125 145,214 81,412 115,421 214,464 138,262 184,671

2021 71,663 36,590 54,137 143,102 80,381 113,858 212,602 137,431 183,358

2020 74,583 37,922 56,252 148,785 83,161 118,234 220,785 179,783 190,234

2019 70,744 35,886 53,315 141,435 78,963 112,387 210,635 171,139 181,587

2018 65,915 33,766 49,850 131,942 74,447 105,167 196,892 161,582 170,117



収納率が下がっている























国保料があがる要因

①医療費の増・・・医療費のトリック(2022年度医療
費総額は46.7兆円となっているが給付費総額36.8兆
円)
②被用者減・・被用者保険の適用拡大
③都道府県単位化・保険料水準平準化の中で一般会計法
定外繰り入れ激減
④こども子育て支援制度による保険料増
⇒国の政策の中で国保料が上がっているのだから、国庫
負担増は当たり前のこと



長野県社保協・千葉県社保協
吹田市・摂津市・貝塚市・熊取町から学び
府内全市町村議会での意見書採択運動を



国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める請願（陳情）書（案）

いま、重くのしかかる国保料（税）は、高齢者や自営業者だけでなく、非正規雇用の拡大のもと所得が低い若い世代や雇
用者にとっても生活を圧迫する切実な問題となっている。
国民健康保険財政に関して、国は低所得の方々の保険料軽減措置として全国知事会等との協議の結果、毎年約３，４００
億円の財政支援を行っている。しかし全国知事会との議論の過程では、国民健康保険の保険料水準を協会けんぽ並みに引
き下げるために必要な公費として、１兆円の財政支援の拡充が必要という意見もあったほか、国民健康保険制度改革ス
タート後も全国知事会、全国市長会それぞれから、３，４００億円の確実な実施とあわせ、さらなる公費の投入が必要だ
と要望が出されている。
そもそも、国民健康保険がスタートした翌年の１９６２年当時の首相の諮問機関・社会保障制度審議会では、低所得者が
多く、保険料に事業主負担がない国民健康保険は相当額を国庫で負担する必要があり、健康保険とのアンバランスは極力
是正すべきだと勧告して出発したもので、これは国民健康保険制度本来の理念である。
国民健康保険には他の保険にない均等割があり、特に、子どもに係る均等割は子育て支援への逆行にほかならず、全国知
事会からも要望が提出され、２０２２年から未就学の子どもの均等割の減免の実施が予定されているが、さらなる支援が
必要である。
公的医療保険は、国民に平等に医療を保障するための仕組みであり、加入する保険によって、負担や給付に大きな格差が
あることは、そもそも制度の趣旨に反する。同じ収入・世帯構成の家族が、加入する保険が違うだけで、保険料の負担が
大きく異なる格差を解消することは、社会の公平・公正という点からも欠かせないものである。
以上の趣旨から、〇〇議会においては、地方自治法第９９条にもとづき、内閣総理大臣、厚生労働大臣、財務大臣、内閣
特命担当大臣に対して、以下の意見書の提出を決議していただくよう請願（陳情）いたします。

【請願（陳情）項目】
1. 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求めること



2025年度5.6月議会日程 2025/4/28現在

陳情請願締切・議運 開会日 閉会日 備考

1 大阪市 5月12日 5月15日 5月29日

2 豊中市 5月15日 5月22日 6月23日

3 池田市 6月5日 6月25日

4 豊能町 ホームページ更新無し

5 能勢町 ホームページ更新無し

6 箕面市 6月3日 6月5日 6月25日

7 高槻市 6月2日 6月5日 6月24日

8 島本町 ホームページ更新無し

9 茨木市 ホームページ更新無し

10 吹田市 ホームページ更新無し

11 摂津市 6月2日 6月12日 6月27日

12 守口市 ホームページ更新無し

13 門真市 6月6日 6月24日

14 大東市 6月2日 6月25日

15 四條畷市 6月6日 6月23日

16 寝屋川市 ホームページ更新無し

17 枚方市 5月9日 5月16日

18 交野市 6月2日 6月25日

19 東大阪市 ホームページ更新無し

20 八尾市 5月27日 6月12日 7月4日

21 柏原市 5月29日 6月30日

22 松原市 6月17日 7月7日



23 羽曳野市 6月5日 6月30日

24 藤井寺市 6月10日 7月3日

25 大阪狭山市 5月8日 5月14日

26 富田林市 6月3日 6月23日

27 太子町 ホームページ更新無し

28 河南町 ホームページ更新無し

29 千早赤阪村 ホームページ更新無し

30 河内長野市 6月2日 6月25日

31 堺市 5月9日 5月13日 6月16日

32 和泉市 6月30日 7月8日

33 高石市 ホームページ更新無し

34 泉大津市 6月18日 6月27日

35 忠岡町 ホームページ更新無し

36 岸和田市 6月23日 7月4日

37 貝塚市 6月6日 6月18日 6月30日

38 泉佐野市 ホームページ更新無し

39 田尻町 ホームページ更新無し

40 熊取町 5月27日

41 泉南市 ホームページ更新無し

42 阪南市 ホームページ更新無し

43 岬町 5月28日 6月4日 6月27日
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